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         ガイドライン作成協力・関係機関            

☆☆協協力力・・関関係係機機関関  

東京都 

愛知県 

名古屋市 

信州大学工学部土木学科 

信州大学農学部森林科学科 

信州大学地域共同研究センター 

国立長野工業高等専門学校環境都市工学科 

長野市 

松本市 

南牧村教育委員会 

財団法人松本市教育文化振興財団（まつもと市民芸術館） 

ホテルブエナビスタ 

サンパルテ山王 

長野県環境部 

長野県建設部 

長野県教育委員会 

長野県環境保全研究所 

長野県林業総合センター 

日本樹木医会長野県支部 

社団法人長野造園建設業協会 

長野県サクラの会 

財団法人長野県みどりの基金 

社団法人長野県林業センター 

社団法人長野県林業改良普及協会 

長野県山林種苗協同組合 

財団法人長野県林業労働財団 

社団法人長野県林業コンサルタント協会 

 

☆☆資資料料・・写写真真提提供供（（敬敬称称略略））  

熊井 千代治  

星山 耕一 

鈴木 純    （信州大学農学部准教授） 

志摩 毅    （現南相木小学校教諭） 

上原 仁一郎 （望月高等学校） 
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    47 都道府県の「ヒートアイランド現象」に資する対策（緑化対策）       
平成 20 年 12 月に全国の都道府県に対し、「ヒートアイランド現象に資する対策（緑化対策）」の取

組みの動向調査を実施した。調査内容は以下のアンケート方式によった。 

 

☆動向調査内容（調査シート） 

ヒートアイランド現象等の温暖化対策に資する緑化対策について 

都道府県名               

問１. 貴都道府県では、ヒートアイランド現象等の温暖化対策に資するための対策として、都市緑化を推

進していますか？  

① している 

    ② 検討中（平成   年度から実施予定） 

    ③ 現時点では、予定していない 

①、②を選択された場合は、問２へ。③を選択された場合は、問１０へ 

◎ ヒートアイランド現象等の温暖化対策に資するための対策として、都市緑化を推進している都道府県

にお聞きします。 

   また、検討中の都道府県におかれましても、検討段階の内容で結構ですので、可能な範囲でご記入

願います。 

問２. いつから、対策を行っていますか（行う予定ですか）。 

平成    年度から  

問３. 対策の内容（何を予定していますか,複数回答可）。 

① 対策指針等（マニュアル）の作成 

    ② 助成制度の導入 

    ③ その他（                     ） 

①を選択された場合は、問４へ、②を選択された場合は、問７へ、③を選択された場合は、問１０へ。 

問４. 対策指針（マニュアル）の内容について、どのような緑化を対象としていますか。 

① 屋上緑化 

② 壁面緑化 

③ 屋上緑化と壁面緑化 

④ 校庭緑化（芝生化） 

⑤ 個人住宅地（庭） 

⑥ その他（                    ） 

問５. 対策指針に従って実施された緑化はどのくらい（件数）ありますか。 

① 屋上緑化・・・・・          件（内 公共施設    件） 

② 壁面緑化・・・・・          件（内 公共施設    件） 

③ 校庭緑化（芝生化）・・・        件 

④ 個人住宅地（庭）・・・・        件  

⑤ その他（               ）・・・・・・・         件 

⑥ 把握していない 

問６. 実施された緑化について効果調査を行っていますか（行う予定ですか）。 
① 実施している 

    ② 実施しない 

    ③ その他（                           ） 
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◎ 問 3 において、「②助成制度」を選択された都道府県にお聞きします。 

問７. 助成制度の原資（予算）はどの科目からですか。 
① 都道府県単独予算 

② 森林環境税（都道府県の独自税収） 

③ 国庫補助（事業名：                  ） 
④ その他（              ） 

問８. 一件あたりの助成限度額（上限）を教えてください。 

          円/件   （予算額        千円）        

問９. 助成制度の確認行為について教えてください。 

① 実施時確認のみ 

    ② 実施時確認と期間設定確認 

    ③ その他（               ） 
◎ 全ての都道府県のみなさんにお聞きします。 

問１０. 貴都道府県の市町村（区）のなかで、独自に緑化の義務化（条例等）や助成制度を運用されている

自治体はありますか。  

① 条例・・・・・・・・・・・（         団体） 

② 助成制度・・・・・・・・・（         団体） 

③ ない 

④ 把握していない 
この件に関する問い合わせをさせていただく際の担当部署及び連絡先をご記入願います。 

   担当部署（担当者名）                               

   連絡先  TEL                

FAX                

E-mail              

              以上です。ご協力ありがとうございました。 

ご記入が済みましたら平成 21年 1月 30日（金）までに、ご返送ください。 

 これまでの設問のほか、地域の情報等がありましたらご記入願います。 

 

※ この調査は、長野県の「都市部周辺の緑化対策」のみに使用いたします。結果等は目的以外に用いる

ことはいたしません。 

 

  ☆動向調査（アンケート）結果   

アンケートは都道府県全てから、回答をいただいた。 

調査結果は、対策を策定し実施している都道府県は 13 都府県、本県と同様に検討中が 2 県であ

った（表.1）。47 都道府県の動向及び設問別の回答等を表.2 に示す。 

なお、最終集計は平成 21 年 1 月末現在のものである。 

 
表.1 動向調査アンケート回答数 

区  分 回答都道府県数 対策 助成財源 

回答数（47 件中） 47 都道府県 対策の内容 回答数 財源区分 回答数 

指針･計画 8 単独予算 3 

助成 7 独自税収 2 

条例 3 その他 2 

融資 2   

対 策 実 施 済 み 13 都府県 

その他 1   

検  討  中 3 道県     

 注；回答都道府県には長野県を含む（長野県検討中） 
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表.2 ヒートアイランド現象等の温暖化対策に資する緑化対策について（調査結果） 
アンケート

都道府県名 問１ 問２ 問３ 問４ 問６ 問７ 問８ 問９ 備考
実施の有無 いつから 対策の内容 指針の内容 屋上壁面 校庭 住宅 その他 効果調査 助成の財源 助成額上限 確認行為 条例 助成制度

1 北海道 検討中 未定 助成制度 独自税収 未定 未定 － －

2 青森県 有 H８ 計画の策定 － －

3 岩手県 無 － －

4 宮城県 無 1 1 仙台市

5 秋田県 無 － －

6 山形県 無 － 7 生垣設置の助成

7 福島県 無 3 13

8 茨城県 無 － －

9 栃木県 無 － －

10 群馬県 無 無 無

11 埼玉県 有 H17
指針・助成
（H20作成）
条例

屋上緑化・壁面緑化・
校庭緑化・個人住宅・

駐車場等
独自基金 40,000千円 実施時確認 19 27

12 千葉県 無 － 2 緑化対策の会議実施中

13 東京都 有 H13
指針・助成・条

例
屋上緑化・壁面緑
化・緑化の義務付け

無 単独予算
H20関係予算
2,038,700千円

実施時確認 19 21

14 神奈川県 無 － －

15 新潟県 有 H20 都市緑化フェア － －

16 富山県 有 H18 融資等 － －

17 石川県 無 1 － 金沢市

18 福井県 無 － －

19 山梨県 有 H16 助成制度 単独予算 予算　4,500千円 実施時確認 　 8

20 長野県 検討中 H20 指針等
屋上緑化・壁面緑
化・校庭緑化

－ －

21 岐阜県 無 2 緑化推進苗木頒布実施

22 静岡県 有 H19 県庁屋上緑化 1 4

23 愛知県 有 H10 指針･市町村補助 屋上緑化・壁面緑化 無 1 29

24 三重県 無 － －

25 滋賀県 無 － －

26 京都府 有 H19 指針等 屋上緑化等 13 1 99 無 － 1
地上部の指針もあり
壁面は屋上として計上可

27 大阪府 有 S60 
助成制度
条例

緑化の義務付け
モデル事
業のみ

府みどりの基
金　　特定財源

3,000千円/千円
予算18,000千円

委員会審査
完了検査

8 21 生垣・道路横の緑化の助成含む

28 兵庫県 有 H18 助成制度 県民緑税
5,000,000円/件
予算560,000千円

実施時・維持管
理状況の確認

－ －

29 奈良県 無 － －

30 和歌山県 無 － －

31 鳥取県 無 無 無

32 島根県 無 無 無

33 岡山県 無 4 4

34 広島県 無 － －

35 山口県 有 H20 指針・融資等　
屋上緑化・壁面緑化・
駐車場緑化･公園緑

化等

緑のカーテン
公共施設550
家庭　12,161
事業所5,715

有
単独予算

個人融資500万円
企業融資　1億円

実施時確認 2

36 徳島県 有 H2 指針等 壁面緑化
緑のカーテン
公共施設１３６

無 無 無

37 香川県 検討中 H21 助成制度 単独予算
芝生化1,500千円/件
屋上・壁面　500千円/

件
未定 無 無

38 愛媛県 無 2 2

39 高知県 無 無 無

40 福岡県 無 － 1 福岡市

41 佐賀県 無 3 1

42 長崎県 無 － －

43 熊本県 無 － 1

44 大分県 無 1 1

45 宮崎県 無 － －

46 鹿児島県 無 － 1

47 沖縄県 無 1 3 石垣市ほか

問５ 問１０

3,059
（屋上・壁面含む）

把握していない
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               委 員 会                      

長野県の森林ＣＯ２吸収評価認証委員会設置要綱 

平成 20 年（2008 年）７月 24 日 

（設 置） 

第１条 環境問題を契機として民間企業の社会貢献意欲が高まりを見せていることから、こう

した動きを積極的に取り入れ、森林によるＣＯ2 吸収量の評価・認証等の仕組みづくりや吸収

量の具体的な認証等を行い、もって間伐等を加速化し、地球温暖化防止対策に資する森林整

備等を推進するため、長野県の森林ＣＯ2 吸収評価認証委員会（以下「委員会」という。）を

設置する。 

 

（検討事項） 

第２条 委員会は下記の事項について検討する。 

(1)地球温暖化防止対策に資する森林によるＣＯ2 吸収量の評価・認証等の仕組みづくりについ

て 

(2)「森林の里親促進事業」による森林整備実施地の認証について 

(3)地球温暖化防止対策のためのその他必要な事項について 

 

（委 員） 

第３条 委員会は知事が委嘱する委員をもって構成する。 

２ 委員の任期は、委嘱の日から１年とする。ただし、再任を妨げない。 

 

（組 織） 

第４条 委員会には、委員の互選により委員長、副委員長をそれぞれ 1 名置く。 

２ 委員長は、会務を総括し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長に事故ある時は、委員長の職務を代理する。 

 

（会 議） 

第５条 委員会は、知事が招集する。 

 

（事務局） 

第６条 委員会の事務は、林務部森林づくり推進課において処理するものとする。 

 

（補 則） 

第７条  この要綱に定めるもののほか必要な事項は、委員長が委員会に諮って定める。 
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長野県の森林ＣＯ２吸収評価認証委員会名簿 

（委 員） 

所  属 役  職 氏  名 備  考 

日本大学 大学院 法務研究科 教  授 小 林  紀 之 委員長 

信 州 大 学  農 学 部 准 教 授 小 林   元 副委員長 

飯 伊 森 林 組 合 代表理事組合長 林   和 弘  

長 野 県 林 業 総 合 セ ン タ ー 所  長 片 倉  正 行  

長 野 県 環 境 保 全 研 究 所 自 然 環 境 部 長 大 塚  孝 一  

（事務局） 

所  属 役  職 氏  名 備 考 

林務部長  轟   敏喜  

環境部環境政策課 温暖化防止係長 大槻  覚  

同 担当係長 小林 史人  

同 主査 近藤  浩  

環境保全研究所 研究員 浜田  崇  

林務部森林政策課 企画係長 宮  宣敏  

同 主査 千村 広道  

同 森林計画係長 河合  広  

林務部信州の木振興課 経営普及係長 山口 勝也  

同 主査 倉本  栄  

林務部森林づくり推進課 課長 久米 義輝  

同 企画幹 塩原  豊  

同 造林緑化係長 山﨑  明  

同 主査 逸見 玲子  

同 主任 植木 信吉  

同 技師 永瀬 智宏  

（社）長野県林業コンサルタント協会 調査研究課長 松澤 義明  
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 【県庁北側の旧テニスコートボランティア緑化風景】 
 
 
  



 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

居居住住地地のの緑緑化化ガガイイドドラライインン  
 

～～みみどどりりのの回回廊廊づづくくりり～～  

  

平平成成 2211 年年（（22000099 年年））33 月月  

 

 

作   成：長野県の森林 CO₂吸収評価認証委員会 

 

企画・編集：長野県林務部 

      （森林づくり推進課造林緑化係） 
Tel

Fax

E-mail

026-235-7270 

026-234-0330 

shinrin@pref.nagano.jp 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


